
1

・検討する必要があ
課題

る。
(できなか 

 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２７年度

成果 電子申請・届出可能業務件数（件） 39 39 39 39 45
指標
成果 情報セキュリティ外部監査実施サーバ数（台） 36 6 15 22 36
指標

　あいち電子自治体推進協議会の事業であるため比較検証はなし。
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 4,948 5,019 5,265 5,423 合計 5,264,846 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 5,264,846 円

一般財源 4,948 5,019 5,265 5,423

職員人件費　② 1,087 1,077 2,122 1,474

総事業費（①＋②） 6,035 6,096 7,387 6,897

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２４年度特定財源名称

２４年度迄の累積事業費 0

２６年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

５

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

年

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

度

合計画
分野 計画推進

基

　

本施策 情報共有
施策体

刈

系
施策の内容 電子市役

谷

所の推進

目
　
　
　
的

　

市

あいち電子自治体推進

事

協議会において愛知

主

務

た
る
内
容

　負担金
県と

事

県内市町村が共同して

業

電子自治体へ効率 　・

評

電子申請届出システム

価

の運用
的な取り組みを

シ

図る。 　・あいち自治

ー

体データセンターの運

ト

用
　・ＬＧＷＡＮの運

（

用
　・共同セキュリテ

様

ィ監査

位
置
づ
け

関連計

式

画  

根拠法令  

対象者

１

市民、事業者、県内市

）

町村（名古屋市を除 事

会

業期間 平成１５年度 ～

計

実施方法 ■直営　■委

名

託　□指定管理　□補

担

助・助成　□その他

当部 企画財政部

一般

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

会

２２年度実績 ２３年度

計

実績 ２４年度実績 ２５

愛

年度計画

・電子申請・

知

届出システムの ・電子

県

申請・届出システムの

自

・電子申請・届出シス

治

テムの ・電子申請・届

体

出システムの
運用 運用

共

運用 運用
・共同セキュ

同

リティ監査 ・共同セキ

情

ュリティ監査 ・共同セ

報

キュリティ監査 ・共同

化

セキュリティ監査
・Ｌ

事

ＧＷＡＮアクセス運営

業

・ＬＧＷＡＮアクセス

担

運営 ・ＬＧＷＡＮアク

当

セス運営 ・ＬＧＷＡＮ

課

アクセス運営
・あいち

情

自治体クラウド推進 ・

報

あいち自治体クラウド

シ

推進

　電子申請・届出

ス

システムの運用により

テ

、県域での情報化の推

ム

進と住民サービスの質

課

的向上及び標準化や、

款

システム開発

成果 及び

項

維持管理におけるコス

目

ト削減と業務改善が図

担

られている。

(できた

当

こと) 　共同セキュリ

係

ティ外部監査により、

情

システムの脆弱性を調

報

査し、その結果を反映

化

させ適切で効率的なセ

推

キュリティ対策

が図ら

進

れている。

　あいち自

係

治体クラウドの共同利

2

用システムの有効性や

1

利用団体の業務システ

1

ムの運用について調査



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 144,502 136,294 141,544 147,848 合計 141,544,083 円
需用費 1,161,468 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 役務費 312,060 円
委託料 21,838,461 円

一般財源 144,502 136,294 141,544 147,848 使用料及び賃借料
118,232,094 円

職員人件費　② 25,732 19,382 20,514 18,423

総事業費（①＋②） 170,234 155,676 162,058 166,271

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２４年度特定財源名称

２４年度迄の累積事業費 0

２６年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　

２

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

５

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

年

　
概
　
要

総合計画
分野

度

計画推進

基本施策 情報

　

共有
施策体系

施策の内

刈

容 電子市役所の推進

目

谷

　
　
　
的

　電子計算機

市

を用いて日常業務の効

事

率化、及

主
た
る
内
容

　

務

電子計算機とその周辺

事

機器の管理経費、及
び

業

市民サービスの向上を

評

図る び関連業務委託費

価

位
置
づ
け

関連計画  

根

シ

拠法令  

対象者 市民、

ー

市職員 事業期間 昭和４

ト

２年度 ～

実施方法 ■直

（

営　■委託　□指定管

様

理　□補助・助成　□

式

その他

１）

会計名 担当部

Ｂ
　
事
　
業

企

　
実
　
績

２２年度実績

画

２３年度実績 ２４年度

財

実績 ２５年度計画

新ネ

政

ットワーク構築、機器

部

更 新戸籍システム開発

一

、稼動 住基法改正対応

般

作業 住基法改正対応作

会

業
新 住基法改正対応作

計

業 住民コード拡張作業

シ

住民コード拡張作業
新

ス

庁舎へのシステム移設

テ

住民コード拡張作業 改

ム

修住記システム稼動 戸

等

籍副本管理システム対

管

応作
住基法改正影響度

理

調査 国保システム開発

事

業者選定 国保システム

業

開発導入作業 業
住民コ

担

ード拡張影響度調査 国

当

保システム稼動
福祉シ

課

ステム開発業者選定準

情

備
滞納整理システム開

報

発業者選
定
蓄犬管理シ

シ

ステム開発・稼動
　ホ

ス

ストコンピュータの運

テ

用管理を適切に実施で

ム

きた。

成果

(できたこ

課

と)

　ホストコンピュ

款

ータによるシステムが

項

老朽化、複雑化してお

目

り、再構築が必要な段

担

階を迎えている。超高

当

齢社会を迎え
課題

、庁

係

内事務の効率化のみな

シ

らず、住民視点からの

ス

行政手続き効率化を実

テ

現するシステムが求め

ム

られる。
(できなか 

係

 ったこと)

指標名称

2

（単位）
実績値 目標値

1

２２年度 ２３年度 ２４

1

年度 ２５年度 ２７年度

1

 
指標

 
指標

 
他市との
比較検証



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 62,024 73,776 77,969 73,834 合計 77,969,286 円
需用費 3,030,048 円

財
　
源

特定財源 9,833 9,500 11,480 11,480 役務費 119,700 円
委託料 33,657,051 円

一般財源 52,191 64,276 66,489 62,354 使用料及び賃借料
41,162,487 円

職員人件費　② 15,584 22,612 22,283 22,845

総事業費（①＋②） 77,608 96,388 100,252 96,679

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２４年度特定財源名称

２４年度迄の累積事業費 0 市町村振興協会新宝くじ交付
金

２６年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　

２

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

５

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

年

　
要

総合計画
分野 計画

度

推進

基本施策 情報共有

　

施策体系
施策の内容 電

刈

子市役所の推進

目
　
　

谷

　
的

　情報系ネットワ

市

ーク内のパソコンや各

事

シス

主
た
る
内
容

　グル

務

ープウェアシステム、

事

財務会計システ
テム等

業

の情報機器を管理又は

評

導入することに ム、内

価

部事務支援システム等

シ

の管理経費、及
より、

ー

行政事務の合理化や効

ト

率化を図る。 び関連業

（

務委託費

位
置
づ
け

関連

様

計画  

根拠法令  

対象

式

者 市職員、市民、事業

１

者 事業期間 平成１８年

）

度 ～

実施方法 ■直営　

会

■委託　□指定管理　

計

□補助・助成　□その

名

他

担当部 企画財政部

Ｂ
　
事
　
業
　
実

一

　
績

２２年度実績 ２３

般

年度実績 ２４年度実績

会

２５年度計画

 ・パソ

計

コン820台更新 ・フ

Ｏ

ァイルサーバ更新 ・統

Ａ

合型ＧＩＳサーバ更新

管

 ・出向職員ポータル

理

接続シス
 テム更新
 

事

・ＵＳＢメモリの制限

業

　　　―――――――

担

 

　グループウェアパ

当

ソコン、インターネッ

課

ト、財務会計システム

情

などのシステムにより

報

、内部事務の合理化や

シ

効率化が図

成果 られて

ス

いる。23年度、約8

テ

20台のパソコンを一

ム

括更新し、一元管理す

課

ることによりシステム

款

運用管理の更なる効率

項

化を図

(できたこと)

目

った。

　業務全体を対

担

象として効率や生産性

当

を改善するため、業務

係

全体を全面的に見直し

情

、効率的なシステム更

報

新計画を立案す
課題

る

化

必要がある。
(できな

推

か 

 ったこと)

指標

進

名称（単位）
実績値 目

係

標値

２２年度 ２３年度

2

２４年度 ２５年度 ２７

1

年度

 
指標

 
指標

 
他

1

市との
比較検証

1



ス

 円

一般財源 0 27,

テ

881 26,464 2

ム

5,892 使用料及び

係

賃借料
3,403,366 円

職員人件費　② 0 5,384 5,305 5,895

総事業費（①＋②） 0 33,265 31,769 31,970

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２４年度特定財源名称

２４年度迄の累積事業費 0

２６年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　

５

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

年

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

度

　
要

総合計画
分野 計画

　

推進

基本施策 情報共有

刈

施策体系
施策の内容 電

谷

子市役所の推進

目
　
　

市

　
的

　情報系及び住民

事

系ネットワークを統合

務

し、

主
た
る
内
容

　ネッ

事

トワークやインターネ

業

ットの管理経費
情報シ

評

ステム全般のインフラ

価

を効率的に維持 及び関

シ

連業務委託費
管理する

ー

。

位
置
づ
け

関連計画

根

ト

拠法令

対象者 事業期間

（

平成２３年度 ～

実施方

様

法 ■直営　■委託　□

式

指定管理　□補助・助

１

成　□その他

）

会計名 担当部 企

Ｂ
　

画

事
　
業
　
実
　
績

２２年

財

度実績 ２３年度実績 ２

政

４年度実績 ２５年度計

部

画

情報系及び住民系ネ

一

ットワー   ＬＧＷＡ

般

Ｎサービス提供設備
ク

会

の統合   更新
  
 

計

 
　　　――――――

ネ

― 　　　――――――

ッ

―

情報系及び住民系ネ

ト

ットワークを統合管理

ワ

し、各種情報システム

ー

全般のインフラを効率

ク

的に維持管理した。

成

等

果

(できたこと)

災害

管

に強い各施設のネット

理

ワーク環境整備の検討

事

。
課題

(できなか 

 

業

ったこと)

指標名称（

担

単位）
実績値 目標値

２

当

２年度 ２３年度 ２４年

課

度 ２５年度 ２７年度

指

情

標

指標

他市との
比較検

報

証

システム課

款 項 目

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　

担

ス
　
ト

単位：千円
２２

当

年度 ２３年度 ２４年度

係

２５年度 ２４年度

（決

情

算） （決算） （決算）

報

（予算） 事業費内訳

事

化

業費　① 0 27,88

推

1 26,464 26,

進

075 合計 26,46

係

4,277 円
需用費

2

222,663 円

財

1

　
源

特定財源 0 0 0 1

1

83 役務費 10,37

1

1,094 円
委託料

シ

12,467,154



行の1年後に開始される住基ネットへの外国人情報の連携対応、税以外の料金系システム等における住民コード拡
課題

張対応が25年度作業として残っている。
(できなか 

 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２７年度

活動 仕様調整・開発会議等開催回数（回） 14 28 14 10 ―
指標
成果 作業進捗率（％） 10.0 60.0 90.0 100.0 ―
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 37,304 153,846 40,000 14,600 合計 39,999,750 円
委託料 39,999,750 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 37,304 153,846 40,000 14,600

職員人件費　② 3,987 14,357 16,270 9,580

総事業費（①＋②） 41,291 168,203 56,270 24,180

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２４年度特定財源名称

２４年度迄の累積事業費 0

２６年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

５

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

年

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

度

計画
分野 計画推進

基本

　

施策 情報共有
施策体系

刈

施策の内容 電子市役所

谷

の推進

目
　
　
　
的

　住

市

民コードの桁を拡張し

事

、平成24年度施行

主

務

た
る
内
容

　住民記録シ

事

ステム、住基ネットシ

業

ステムの
の改正住民基

評

本法に対応するため、

価

住民記録 改修業務委託

シ

費
システム、及び住基

ー

ネットシステムを改修

ト

す
る。

位
置
づ
け

関連計

（

画  

根拠法令 住民基本

様

台帳法の一部を改正す

式

る法律

対象者 市民、市

１

職員 事業期間 平成２２

）

年度 ～ 平成２５年度

実

会

施方法 ■直営　■委託

計

　□指定管理　□補助

名

・助成　□その他

担当部 企画財政部

一

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

２

般

２年度実績 ２３年度実

会

績 ２４年度実績 ２５年

計

度計画

○既存システム

住

への影響度調 ○法改正

民

に伴う改修作業 ○法改

記

正に伴う改修作業 ○法

録

改正に伴う改修作業
　

シ

査 ・仮住民票発行準備

ス

・仮住民票発行 ・住基

テ

ネットへの外国人情報

ム

○基本設計 ・既存シス

再

テムに対する改 ・移行

構

テスト、稼動テスト 　

築

の連携
○開発環境の整

事

備 　修、テスト ・本稼

業

動
・開発、テスト環境

担

としてホ ○住民コード

当

拡張に伴う改修 ○住民

課

コード拡張に伴う改修

情

　ストコンピューター

報

に仮想 　作業 　作業
　

シ

環境を構築 ・改修対象

ス

の把握、スケジュ ・移

テ

行テスト、稼動テスト

ム

○システム導入手法の

課

調査 　ーリング ・本稼

款

動
○戸籍、ダウンリカ

項

バリーシ
　ステムの入

目

替作業
　既存システム

担

の改修と住民コードの

当

拡張を完了し、7月の

係

改正住基法施行と同時

シ

に日本人住民と外国人

ス

住民の統一管理

成果 を

テ

開始した。また住民コ

ム

ードの拡張に伴う納税

係

通知書等の改修と外部

2

連携テストを実施し、

1

拡張住民コードによる

1

業務運

(できたこと)

1

用を開始した。
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